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(57)【要約】
【課題】
　要介護者宅に監視カメラやセンサー等を設置し、要介
護者宅から送信される通報を一元的に管理し対応を行う
在宅介護支援システムが種々提案されている。しかし、
実際の介護サービスに携わる者が不足している場合には
、これらの通報に対して適切かつ迅速な対応が困難とな
る場合がある。
【解決手段】
　そこで、限りある介護サービス従事者が、通報に対し
て適切かつ迅速に対応できるよう、各通報の緊急度と受
信順位に基づき適切な対応指示を表示する在宅要介護者
等緊急対応システムを提供する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　要介護者等宅に設置され、要介護者等の身体異常を検知してセンターに対して報知をす
るための複数種類の検知装置と、
　センターに設置され、検知装置からの報知を受信して緊急出動などの対応指示を表示す
る表示装置と、からなる在宅要介護者等緊急対応システムであって、
　検知装置は、
　要介護者等の状態を検知するためのセンサー部と、
　検知結果を要介護者等別にセンターに対して送信するための検知結果送信部と、
をそれぞれ有し、
　表示装置は、
　検知結果送信部から送信される検知結果を要介護者等別に受信する検知結果受信部と、
　検知結果からの対応の緊急度演算用の緊急度演算式を格納した緊急度演算式格納部と、
　要介護者等毎に検知結果を緊急度演算式を用いて演算し緊急度を得る緊急度演算部と、
　要介護者等単位で検知結果の受信順位を取得する受信順位取得部と、
　演算された緊急度と取得した受信順位とに基づいて緊急出動などの対応順位を演算する
ための対応順位演算式を格納した対応順位演算式格納部と、
　対応順位演算式に従って要介護者等単位で対応順位を演算する対応順位演算部と、
　対応順位演算部での演算結果に従って対応順位を表示する表示部と、
を有する在宅要介護者等緊急対応システム。
【請求項２】
　表示装置は、
　　要介護者等単位で対応の着手済情報を入力させるための着手済情報入力部をさらに有
し、
　　対応順位演算部は、さらに着手済情報の入力にも応じて要介護者等単位で対応順位を
演算する動的対応順位演算手段を有する請求項１に記載の在宅要介護者等緊急対応システ
ム。
【請求項３】
　検知装置は、
　　送信された検知結果のキャンセルを受け付けるキャンセル受付部と、
　　受け付けたキャンセルを送信するキャンセル送信部と、を有し、
　表示装置は、
　　キャンセル送信部から送信されたキャンセルを受信するキャンセル受信部と、
　　キャンセル受信部での受信に応じてすでに受信したキャンセルに対応した検知結果に
基づく処理をキャンセルするキャンセル制御部と、
を有する請求項１または２に記載の在宅要介護者等緊急対応システム。
【請求項４】
　要介護者等宅に設置される要介護者等用スピーカホン型電話と、センターに設置される
センター電話とが設けられた在宅要介護者等緊急対応システムであって、
　要介護者等用スピーカホン型電話は、センター電話からの着呼に応じて自動的にオフフ
ックする自働オフフック部を有し、
　センター電話は、対応順位演算部での演算結果に従って表示された対応順位が第一位で
ある要介護者等宅の介護者用スピーカホン型電話に対して自動発呼する自動発呼部を有す
る請求項１から３のいずれか一に記載の在宅要介護者等緊急対応システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、在宅要介護者等の状態を検知し、異常事態発生時には検知結果を報知する検
知装置と、かかる検知装置が設置された複数の要介護者等の居宅からの検知結果の報知を
受け付けるセンターに設置され、緊急度に応じた適切な対応を表示する表示装置とによっ
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て構成される在宅要介護者等緊急対応システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　高齢化現象が進んでいる昨今、居宅介護支援事業所等が行っている所謂在宅介護サービ
スに対する期待が高まっている。そこで、在宅介護サービスを支援するシステムが構築さ
れている。例えば、要介護者宅に監視カメラや各種センサーを設置し、取得された画像や
検知されたデータを居宅介護支援事業所等に送信するシステムが存在する。
【特許文献１】特開２００７－２４１７９８
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　このように在宅介護支援システムが提案されている一方で、実際に介護サービスに携わ
る者の数が不十分であるという現状がある。したがって、送信された種々の画像やデータ
、あるいは緊急通報に対して適切かつ迅速に対処することが困難となり、場合によっては
、要介護者が重篤な事態に陥りかねないという問題がある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　そこで、本発明では次に示す在宅要介護者等緊急対応システムを提供する。すなわち第
一の発明として、要介護者宅に設置され、要介護者の身体異常を検知してセンターに対し
て報知をするための複数種類の検知装置と、センターに設置され、検知装置からの報知を
受信して緊急出動などの対応指示を表示する表示装置とからなる在宅要介護者緊急対応シ
ステムであって、検知装置は、要介護者の状態を検知するためのセンサー部と、検知結果
を要介護者別にセンターに対して送信するための検知結果送信部とをそれぞれ有し、表示
装置は、検知結果送信部から送信される検知結果を要介護者別に受信する検知結果受信部
と、検知結果からの対応の緊急度演算用の緊急度演算式を格納した緊急度演算式格納部と
、要介護者毎に検知結果を緊急度演算式を用いて演算し緊急度を得る緊急度演算部と、要
介護者単位で検知結果の受信順位を取得する受信順位取得部と、演算された緊急度と取得
した受信順位とに基づいて緊急出動などの対応順位を演算するための対応順位演算式を格
納した対応順位演算式格納部と、対応順位演算式に従って要介護者単位で対応順位を演算
する対応順位演算部と、対応順位演算部での演算結果に従って対応順位を表示する表示部
と、を有する在宅要介護者緊急対応システムを提供する。
【０００５】
　第二の発明としては、要介護者単位で対応の着手済情報を入力させるための着手済情報
入力部をさらに有し、対応順位演算部は、さらに着手済情報の入力にも応じて要介護者単
位で対応順位を演算する動的対応順位演算手段を有する第一の発明に記載の在宅要介護者
等緊急対応システムを提供する。
【０００６】
　第三の発明としては、検知装置は、送信された検知結果のキャンセルを受け付けるキャ
ンセル受付部と、受け付けたキャンセルを送信するキャンセル送信部とを有し、表示装置
は、キャンセル送信部から送信されたキャンセルを受信するキャンセル受信部と、キャン
セル受信部での受信に応じてすでに受信したキャンセルに対応した検知結果に基づく処理
をキャンセルするキャンセル制御部とを有する第一の発明または第二の発明に記載の在宅
要介護者等緊急対応システムを提供する。
【０００７】
　第四の発明としては、要介護者宅に設置される要介護者用スピーカホン型電話と、セン
ターに設置されるセンター電話とが設けられた在宅要介護者緊急対応システムであって、
要介護者用スピーカホン型電話は、センター電話からの着呼に応じて自動的にオフフック
する自働オフフック部を有し、センター電話は、対応順位演算部での演算結果に従って表
示された対応順位が第一位である要介護者宅の介護者用スピーカホン型電話に対して自動
発呼する自動発呼部を有する第一の発明から第三の発明のいずれか一に記載の在宅要介護
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者緊急対応システムを提供する。
【発明の効果】
【０００８】
　本件発明により、要介護者宅から送信される種々の報知に対して、適切かつ迅速に対応
が行えるように対応指示が表示され、高効率な在宅介護サービスが提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本件発明の実施の形態について説明する。なお、本件発明は、これらの実施形態
に何ら限定されるべきものではなく、その要旨を逸脱しない範囲において、種々なる態様
で実施し得る。
【００１０】
　実施形態１は、主に請求項１について説明する。
【００１１】
　実施形態２は、主に請求項２について説明する。
【００１２】
　実施形態３は、主に請求項３について説明する。
【００１３】
　実施形態４は、主に請求項４について説明する。
<実施形態１>
<実施形態１　概要>
【００１４】
　本実施形態は、要介護者等の状態に異常が生じた場合に要介護者等宅からセンターに報
知される検知結果に基づき当該要介護者等に対する対応の緊急度を演算するとともに、複
数の要介護者等からの報知が相次ぎ、あるいは、重複するような場合には、各要介護者等
への対応の緊急度と、報知を受信した順位とに基づき適切な対応順位を演算し、対応指示
を表示することを特徴とする在宅要介護者等緊急対応システムである。本実施形態の概要
を例示したものが図１である。各要介護者等宅にはカメラや生体センサー等が備えられて
いて、ネットワークで接続されたセンターは各要介護者等宅からの報知を受信して対応指
示を表示する。
<実施形態１　構成>
【００１５】
　本実施形態に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図を図２に例示する
。在宅要介護者等緊急対応システム（０２００）は、「検知装置」（０２０１）と「表示
装置」（０２０２）とからなり、検知装置は、「センサー部」（０２０３）と、「検知結
果送信部」（０２０４）とを有し、表示装置は、「検知結果受信部」（０２０５）と、「
緊急度演算式格納部」（０２０６）と、「緊急度演算部」（０２０７）と、「受信順位取
得部」（０２０８）と、「対応順位演算式格納部」（０２０９）と、「対応順位演算部」
（０２１０）と、「表示部」（０２１１）とを有する。
【００１６】
　なお、本件発明の構成要素である各部は、ハードウェア、ソフトウェア、ハードウェア
とソフトウェアの両方のいずれかによって構成される。例えば、これらを実現する一例と
して、コンピュータを利用する場合には、ＣＰＵ、バス、メモリ、インターフェース、周
辺装置などで構成されるハードウェアと、それらハードウェア上で実行可能なソフトウェ
アがある。ソフトウェアとしては、メモリ上に展開されたプログラムを順次実行すること
で、メモリ上のデータや、インターフェースを介して入力されるデータの加工、保存、出
力などにより格部の機能が実現される。さらに具体的には、図３は一般的なコンピュータ
の構成を例示する図であり、コンピュータが主にＣＰＵ（０３０１）、入力インターフェ
ース（Ｉ／Ｏ）（０３０２）、ハードディスク（ＨＤＤ）（０３０３）、ＲＡＭ（０３０
４）、ＲＯＭ（０３０５）等から構成されることを示しているが、本件発明に係る在宅要
介護者等緊急対応システムは図３と同様の構成にて実現される（明細書の全体を通じて同
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様である）。
【００１７】
　「検知装置」（０２０１）は、要介護者等宅に設置され、要介護者等の身体異常を検知
してセンターに対して報知をする機能を有する。「要介護者等」とは、心身の衰えや疾病
または障害等により生活を送る上で他者による介護や看護などの所定の介抱や補助等を必
要とする者を意味し、特定の被保険者等に限定して意味するものではない。
【００１８】
　「センサー部」（０２０３）は、要介護者等の状態を検知する機能を有する。センサー
部とは、動体感知カメラや生体センサー等を含み、温度、圧力、流量、光、電気などの物
理量やそれらの変化量を検出する素子や機器等を意味する。要介護者等の身体異常とは、
生体センサーが直接的に検知し得る身体異常、例えば、血圧センサーが通常とはかけ離れ
た血圧値を検知することにより明らかとなる身体異常の場合などに限って意味するわけで
はなく、動体感知カメラや他のセンサーが通常とは異なる状態を検知することをも含む。
センサー部は、センサー部が検出する物理量や、その変化量が、要介護者等の状態や要介
護者等宅の状態に基づいてあらかじめ定められた標準値と、所定値以上に乖離した場合に
当該要介護者等に身体異常が生じたもの判断し、これらの物理量や変化量および標準値と
の乖離の値（以下、乖離値とする）を検知結果として処理する。センサー部は、このよう
に物理量等の検出素子等とコンピュータとの協働により具体的に実現され得る。
【００１９】
　各センサー部は、それぞれ検知対象が定められている。例えば、動体感知カメラは、撮
像された画像の変化に基づき検知する。トイレに設置された動体感知カメラの場合では、
撮像される画像の一定領域の変化に基づき要介護者等のトイレの出入りや滞在時間を検出
し得る。画像の変化が標準値と所定値以上乖離した場合には、異常と判断する。玄関、台
所、ベッド、浴室、庭などの家屋内外各所に設置された動体感知カメラも同様である。圧
力センサーやＲＦＩＤセンサーは、センサーが設置された領域における要介護者等の通行
を検知する。玄関の内外に設置された圧力センサーあるいはＲＦＩＤセンサーの場合では
、要介護者等の玄関の出入りを検出し得る。要介護者等が戸外へ出た後、所定時間以上セ
ンサーが要介護者等の通行を再度検出しない場合には、異常と判断する。トイレ、脱衣所
などの家屋内外各所に設置された圧力センサーあるいはＲＦＩＤセンサーも同様である。
生体センサーは、人体から直接的あるいは間接的に測定した値により要介護者等の異常を
検知する。血圧測定器の場合では、測定された血圧値が標準値と所定値以上乖離した場合
には、異常と判断する。血圧、脈拍、体温、脳波、心電図、呼吸数、酸素飽和度、体重、
尿成分、体脂肪、発汗量等の生体センサーも同様である。その他のセンサーとしては、ガ
ス、電気、水道などの使用量や室温測定センサーがある。これらの場合も、測定された使
用量等が標準値と所定値以上乖離した場合には、異常と判断する。検知結果は、図４に例
示するように、検知したセンサー部と検知した乖離値（Ｎ）とが関連付けられ、後の処理
に供される。
【００２０】
　「検知結果送信部」（０２０４）は、検知結果を要介護者等別にセンターに対して送信
する機能を有する。「検知結果」とは、前記センサー部が要介護者等の身体異常を検知し
た場合に、その身体異常の根拠となる各種の物理量やその変化量およびそれらを検出した
センサー等、身体異常を検知した時刻等についての情報である。検知結果の一例を図５に
示す。検知結果の送信に介されるのはインターネット網やケーブルテレビ網などの通信回
線網である。検知結果送信部は、例えば、センターのインターネットアドレスを保持する
ことにより、センターに対して検知化結果の送信を行うことができる。また、「センサー
部」や「検知結果送信部」あるいは「検知装置」は、このような処理をＣＰＵに実行させ
るためのプログラムを含んでいてもよい。
【００２１】
　「表示装置」（０２０２）は、センターに設置され、検知装置からの報知を受信して緊
急出動などの対応指示を表示する機能を有する。「センター」とは、各要介護者等からの
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報知を一元的に管理し自ら、あるいは、連携機関を介して対応を行う機関であって、具体
的には、居宅介護支援事業所や病院、あるいは自治体の民生部などに配置される。
【００２２】
　「検知結果受信部」（０２０５）は、検知結果送信部から送信される検知結果を要介護
者等別に受信する機能を有する。検知結果受信部は、受信した検知結果を、その送信元で
ある要介護者等を識別するための識別情報と関連付けられて受信時刻等とともにＲＡＭや
ＨＤＤ等の所定の記憶領域に格納する。検知結果の受信に介されるのはインターネット網
やケーブルテレビ網などの通信回線網である。また、検知結果受信部は、このような処理
をＣＰＵに実行させるためのプログラムを含んでいてもよい。
【００２３】
　「緊急度演算式格納部」（０２０６）は、検知結果からの対応の緊急度演算用の緊急度
演算式を格納する機能を有する。個々の検知結果については、前述したように身体異常の
根拠となる標準値との乖離の程度に基づき緊急度を演算する。個々の緊急度は、センサー
毎の所定の関数により得ることができる。この関数は、要介護者等の身体状況や居宅環境
およびセンサーの仕様に応じて設定することが好ましい。図６に検知結果と対応する関数
の一例を示す。緊急度演算式は、個々の検知結果の組み合わせに応じて、要介護者等毎の
対応の緊急度を求めるための演算式である。例えば、ベッドに設置された動体感知カメラ
による検知結果ＣＢと、脈拍を測定する生体センサーによる検知結果ＬＨＢが報知された
場合には、緊急度ＫＫは、演算式「ＫＫ＝ＣＢ＋２ＬＨＢ」により求められる。また、ト
イレに設置された動体感知カメラによる検知結果ＣＴと、血圧を測定する生体センサーに
よる検知結果ＬＢＰと、ガス使用量を測定するセンサーによる検知結果ＴＧＡが報知され
た場合には、緊急度ＫＫは、演算式「ＫＫ＝２×（ＣＴ＋３×ＬＢＰ＋２×ＴＧＡ）÷３
」により求められる。このような緊急度演算式は、要介護者等の身体状況や居宅環境およ
びセンサーの仕様に応じて設定することが好ましい。緊急度演算式格納部は、例示したよ
うな緊急度演算式を、ＲＡＭやＨＤＤ等の所定の記憶領域に格納する。
【００２４】
　「緊急度演算部」（０２０７）は、要介護者等毎に検知結果を緊急度演算式を用いて演
算し緊急度を得る機能を有する。緊急度演算部は、前記緊急度演算式を用いて要介護者等
毎の緊急度を演算し、当該要介護者等と関連付けて緊急度を得る。また、緊急度演算部は
、このような処理をＣＰＵに実行させるためのプログラムを含んでいてもよい。
【００２５】
　「受信順位取得部」（０２０８）は、要介護者等単位で検知結果の受信順位を取得する
機能を有する。受信順位取得部は、前記検知結果受信部が受信した各検知結果の受信時刻
に対応して各検知結果の受信順位をＲＡＭやＨＤＤ等の所定の記憶領域に格納する。
【００２６】
　「対応順位演算式格納部」（０２０９）、演算された要介護者等毎の緊急度と取得した
受信順位とに基づいて緊急出動などの対応順位を演算するための対応順位演算式を格納す
る機能を有する。センターは、要介護者等からの報知に対して受信順位に従って対応を行
うことが通常であろう。しかし、緊急度の高い報知に対しては、先行する報知に先んじて
対応を行う必要が生じ得る。そこで、適切な対応順位を得るために対応順位演算式を用い
る。対応順位演算式は、センターの規模や対応能力、あるいは連携する他の機関等の存在
などに応じて、設定することが望ましい。例えば、対応順位演算式として、「ＴＪ＝３０
÷ＪＪ＋ＫＫ÷２」が格納されている。ここで、「ＴＪ」は「対応順位」であり、「ＪＪ
」は「受信順位」であり、「ＫＫ」は「要介護者等毎の緊急度」である。
【００２７】
　「対応順位演算部」（０２１０）は、対応順位演算式に従って要介護者等単位で対応順
位を演算する機能を有する。前記において例示した対応順位演算式を用いて対応順位演算
部を説明する。対応順位演算式は、「ＴＪ＝３０÷ＪＪ＋ＫＫ÷２」である。ここで、受
信順位（ＪＪ）が「１」位である要介護者等Ｅの緊急度（ＫＫ）が「２６」であり、受信
順位（ＪＪ）が「３」位である要介護者等Ｃの緊急度（ＫＫ）が「７８」である場合には
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、要介護者等Ｅの対応順位「ＴＪ」は、「ＴＪ＝３０÷１＋２６÷２＝４３」となり、要
介護者等Ｃの対応順位「ＴＪ」は、「ＴＪ＝３０÷３＋７８÷２＝４９」となる。したが
って、「ＴＪ」の値がより大きい要介護者等Ｃへの対応が優先されることになる。このよ
うに、対応順位演算部は、要介護者等毎の対応順位を演算し、「ＴＪ」の値の大きいもの
から対応順位を得る。演算により得られた要介護者等単位の対応順位は、ＲＡＭやＨＤＤ
等の所定の記憶領域に格納する。センターが、新たな報知を受信することにより、対応順
位演算部は、新たな報知に含まれる検知結果を組み入れた要介護者等単位の対応順位を演
算し、格納されている対応順位を更新する。
【００２８】
　「表示部」（０２１１）は、対応順位演算部での演算結果に従って対応順位を表示する
機能を有する。具体例としては、ディスプレー等に対応順位に従って対応指示を表示する
。表示項目としては、「対応順位」「緊急度」「受信時刻」「要介護者等氏名」「検知結
果」「対応」などである。
<実施形態１　効果>
【００２９】
　本実施形態の在宅要介護者等緊急対応システムにより、要介護者宅から送信される種々
の報知に対して、適切かつ迅速に対応が行えるように対応指示が表示され、高効率な在宅
介護サービスが提供される。
<実施形態２>
<実施形態２　概要>
【００３０】
　本実施形態は、センターの人員がいずれかの対応に着手する場合に、いずれの対応に着
手したかを入力させる着手情報入力部と、着手済の対応と未着手の対応とをあわせて対応
順位を更新する動的対応順位演算部を有することを特徴とする在宅要介護者等緊急対応シ
ステムである。
<実施形態２　構成>
【００３１】
　本実施形態の在宅要介護者等緊急対応システムは、実施形態１において、要介護者等単
位で対応の着手済情報を入力させるための着手済情報入力部をさらに有し、対応順位演算
部は、さらに着手済情報の入力にも応じて要介護者等単位で対応順位を演算する動的対応
順位演算手段をさらに有するものである。
【００３２】
　本実施形態に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図を図７に例示する
。在宅要介護者等緊急対応システム（０７００）は、「検知装置」（０７０１）と「表示
装置」（０７０２）とからなり、検知装置は、「センサー部」（０７０３）と、「検知結
果送信部」（０７０４）とを有し、表示装置は、「検知結果受信部」（０７０５）と、「
緊急度演算式格納部」（０７０６）と、「緊急度演算部」（０７０７）と、「受信順位取
得部」（０７０８）と、「対応順位演算式格納部」（０７０９）と、「対応順位演算部」
（０７１０）と、「表示部」（０７１１）と、さらに、「着手済情報入力部」（０７１２
）を有し、対応順位演算部は「動的対応順位演算部」（０７１３）を有する。「着手済情
報入力部」と「動的対応順位演算部」以外の構成は、既に説明済みのため説明を省略する
。
【００３３】
　「着手済情報入力部」（０７１２）は、要介護者等単位で対応の着手済情報を入力させ
るための機能を有する。具体的には、着手済情報入力部は、センターの人員が着手の対象
となる要介護者等への対応を選択するための入力インターフェースにより実現される。例
えば表示装置に対応順位に従って表示された要介護者等への対応指示のリストを、マウス
や方向キー等を用いて選択し、クリックすることにより、あるいは着手ボタン等を押下す
ることにより着手済情報が入力される。または、当該対応指示の表示されている所定の画
面上の領域を指などで触れることにより着手済情報が入力されるようにしてもよい。着手
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済情報の入力は、後述する「動的対応順位演算部」による動的対応順位の演算のトリガと
なる。
【００３４】
　「動的対応順位演算手段」（０７１３）は、対応順位演算部（０７１０）の一機能であ
り、着手済情報の入力にも応じて要介護者等単位で対応順位を演算する機能を有する。動
的対応順位演算部は、着手済情報入力部が着手済情報の入力をされた場合に、着手された
対応指示を対応待ちの対応指示リストから除去し、残余の未着手の要介護者等への対応指
示リストの更新を行う。
<実施形態２　効果>
【００３５】
　本実施形態の在宅要介護者等緊急対応システムにより、未着手の対応指示のいずれかが
着手されると、その都度、対応順位が更新された対応指示が表示される。
<実施形態３>
<実施形態３　概要>
【００３６】
　本実施形態は、要介護者等宅において、介護者、家族、あるいは要介護者等自身が、す
でに送信された検知結果に対するキャンセルを行うことができる検知装置と、センターに
おいて、キャンセルされた検知結果を受信し、キャンセルに応じた処理を行うことができ
る表示装置とからなることを特徴とする在宅要介護者等緊急対応システムである。
<実施形態３　構成>
【００３７】
　本実施形態の在宅要介護者等緊急対応システムは、実施形態１または２における検知装
置が、送信された検知結果のキャンセルを受け付けるキャンセル受付部と、受け付けたキ
ャンセルを送信するキャンセル送信部とをさらに有し、表示装置は、キャンセル送信部か
ら送信されたキャンセルを受信するキャンセル受信部と、キャンセル受信部での受信に応
じてすでに受信したキャンセルに対応した検知結果に基づく処理をキャンセルするキャン
セル制御部とをさらに有するものである。
【００３８】
　本実施形態に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図を図８に例示する
。在宅要介護者等緊急対応システム（０８００）は、「検知装置」（０８０１）と「表示
装置」（０８０２）とからなり、検知装置は、「センサー部」（０８０３）と、「検知結
果送信部」（０８０４）と、さらに、「キャンセル受付部」（０８１４）と、「キャンセ
ル送信部」とを有し、表示装置は、「検知結果受信部」（０８０５）と、「緊急度演算式
格納部」（０８０６）と、「緊急度演算部」（０８０７）と、「受信順位取得部」（０８
０８）と、「対応順位演算式格納部」（０８０９）と、「対応順位演算部」（０８１０）
と、「表示部」（０８１１）と、「着手済情報入力部」（０８１２）と、「キャンセル受
信部」（０８１６）と、「キャンセル制御部」（０８１７）とを有し、対応順位演算部は
「動的対応順位演算手段」（０８１３）を有する。「キャンセル受付部」と「キャンセル
送信部」と「キャンセル受信部」と「キャンセル制御部」以外の構成は、既に説明済みの
ため説明を省略する。
【００３９】
　「キャンセル受付部」（０８１４）は、送信された検知結果のキャンセルを受け付ける
機能を有する。送信された検知結果のキャンセルとは、当該検知結果がセンターへ送信さ
れることによる処理を遡及的に中止させることである。キャンセルをする主体は、介護者
や家族等、あるいは、要介護者等である。具体的には、キャンセル受付部は、入力インタ
ーフェースにより実現される。例えば、検知装置にキャンセルを受け付けるためのボタン
等を備えてもよいし、ディスプレー等を触れることによりキャンセルを入力してもよい。
【００４０】
　「キャンセル送信部」（０８１５）は、受け付けたキャンセルを送信する機能を有する
。キャンセルの送信に介されるのはインターネット網やケーブルテレビ網などの通信回線
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網である。
【００４１】
　「キャンセル受信部」（０８１６）は、キャンセル送信部から送信されたキャンセルを
受信する機能を有する。キャンセル受信部は、受信したキャンセルの送信元および受信時
刻等とともにＲＡＭやＨＤＤ等の所定の記憶領域に格納する。キャンセルの受信に介され
るのはインターネット網やケーブルテレビ網などの通信回線網である。
【００４２】
　「キャンセル制御部」（０８１７）は、キャンセル受信部での受信に応じてすでに受信
したキャンセルに対応した検知結果に基づく処理をキャンセルする機能を有する。キャン
セル制御部は、所定の記憶領域に格納された検知結果を削除するとともに、検知結果の削
除に応じて再度演算を行わせ、要介護者等単位の対応順位を更新する。
<実施形態３　効果>
【００４３】
　本実施形態の在宅要介護者等緊急対応システムにより、キャンセルされた検知結果に応
じた対応順位を更新し、センターにおける対応の効率化を図ることが可能となる。
<実施形態４>
<実施形態４　概要>
【００４４】
　本実施形態は、センター電話が、対応順位が第一位である要介護者等宅に設置されてい
るスピーカホン型電話に対して自動発呼することにより、センターと要介護者等とが、音
声によるコミュニケーションを行うことができることを特徴とする在宅要介護者等緊急対
応システムである。
<実施形態４　構成>
【００４５】
　本実施形態の在宅要介護者等緊急対応システムは、実施形態１から３のいずれか一の在
宅要介護者等緊急対応システムであって、要介護者等宅に設置される要介護者用スピーカ
ホン型電話と、センターに設置されるセンター電話とが設けられ、要介護者用スピーカホ
ン型電話は、センター電話からの着呼に応じて自動的にオフフックする自働オフフック部
を有し、センター電話は、対応順位演算部での演算結果に従って表示された対応順位が第
一位である要介護者宅の介護者用スピーカホン型電話に対して自動発呼する自動発呼部を
さらに有するものである。
【００４６】
　本実施形態に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図を図９に例示する
。在宅要介護者等緊急対応システム（０９００）は、「検知装置」（０９０１）と「表示
装置」（０９０２）とからなり、検知装置は、「センサー部」（０９０３）と、「検知結
果送信部」（０９０４）と、さらに、「キャンセル受付部」（０９１４）と、「キャンセ
ル送信部」とを有し、表示装置は、「検知結果受信部」（０９０５）と、「緊急度演算式
格納部」（０９０６）と、「緊急度演算部」（０９０７）と、「受信順位取得部」（０９
０８）と、「対応順位演算式格納部」（０９０９）と、「対応順位演算部」（０９１０）
と、「表示部」（０９１１）と、「着手済情報入力部」（０９１２）と、「キャンセル受
信部」（０９１６）と、「キャンセル制御部」（０９１７）とを有し、対応順位演算部は
「動的対応順位演算手段」（０９１３）を有する。さらに、要介護者等宅における「要介
護者等用スピーカホン型電話」は（０９１８）は、「自動オフフック部」（０９２０）を
有し、センターにおける「センター電話」（０９１９）は、「自動発呼部」（０９２１）
を有する。「自動オフフック部」と「自動発呼部」以外の構成は、既に説明済みのため説
明を省略する。
【００４７】
　「自動オフフック部」（０９２０）は、要介護者等宅に設置されている「要介護者等用
スピーカホン型電話」（０９１８）に備えられており、センター電話からの着呼に応じて
自動的にオフフックする機能を有する。要介護者等は、センターからの電話に対して、最
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【００４８】
　「自動発呼部」（０９２１）は、センターに設置されている「センター電話」（０９１
９）に備えられており、対応順位演算部での演算結果に従って表示された対応順位が第一
位である要介護者等宅の要介護者等用スピーカホン型電話に対して自動発呼する機能を有
する。センターは、対応順位が第一位である要介護者等とセンターとを接続する電話回線
を優先的に確保するとともに、音声により要介護者等へ働きかけをすることができる。
<実施形態４　効果>
【００４９】
　本実施形態の在宅要介護者等緊急対応システムにより、緊急事態に対して迅速かつ確実
に電話回線を確保し、意思の疎通を図り、音声による一次的な対応が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】実施形態１の概要図
【図２】実施形態１に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図
【図３】一般的なコンピュータの構成の一例図
【図４】センサー部の一例図
【図５】検知結果の一例図
【図６】検知結果に対応する関数の一例図
【図７】実施形態２に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図
【図８】実施形態３に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図
【図９】実施形態４に係る在宅要介護者等緊急対応システムの機能ブロック図
【符号の説明】
【００５１】
　　　０２００　在宅要介護者等緊急対応システム
　　　０２０１　検知装置
　　　０２０２　表示装置
　　　０２０３　センサー部
　　　０２０４　検知結果送信部
　　　０２０５　受信順位取得部
　　　０２０６　緊急度演算式格納部
　　　０２０７　緊急度演算部
　　　０２０８　受信順位取得部
　　　０２０９　対応順位演算式格納部
　　　０２１０　対応順位演算部
　　　０２１１　表示部
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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